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おかげさまで10周年！

木質バイオマスエネルギー分野に携わる関係者が、日々の業務において活用できるよ
うに、各府省が開示している統計情報や当協会が収集している木質バイオマス利用に関
する情報などをもとに、木質バイオマスエネルギー利活用に関する情報を体系的に整理
した携帯型データブックを作成しました。

木質バイオマスエネルギーの各分野でご活用いただければ幸いです。
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1.1 国内一次エネルギー供給の推移

2022年度の国内一次エネルギー供給量の内訳は、化石エネルギー（石油、石炭、天然ガス）
が８３％を占めており、非化石エネルギーは再生可能エネルギー（水力除く）の７％をはじめ
１７％となっています。

1. 我が国のエネルギー状況

① 国内一次エネルギー供給の内訳

② 国内一次エネルギー供給の推移

一次エネルギー供給量は、近年、漸減傾向にあります。また、エネルギー種別では、石油や原
子力が減少している一方で、再生可能エネルギーなどが増加傾向にあります。
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出典：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」（2022年度）出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」（2022年度）
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18,314 PJ

資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」（2022年度）
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1.　我が国のエネルギー状況

1.1　国内一次エネルギー供給の推移

①国内一次エネルギー供給の内訳
2022年度の国内一次エネルギー供給量の内訳は、化石エネルギー（石油、石炭、天然ガス）

が83％を占めており、非化石エネルギーは再生可能エネルギー（水力除く）の7％をはじめ
17％となっています。

資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2022年度）」

②国内一次エネルギー供給の推移
一次エネルギー供給量は、近年、漸減傾向にあります。また、エネルギー種別では、石油

や原子力が減少している一方で、再生可能エネルギーなどが増加傾向にあります。

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2022年度）」
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③ 国内一次エネルギー供給（再生可能エネルギー）の内訳

3

2022年の再生可能エネルギー供給量の内訳は、太陽光発電が39%、水力発電が33％、バイオ
マスエネルギーが23％、風力発電が4％、地熱が1％となっています。

バイオマス
エネルギー

23%

水力発電
（揚水除く）

33%

太陽光発電
39%

太陽熱利用 0%
風力 4% 地熱 1%

国内一次エネル
ギー供給（再生可
能エネルギー, 

2022年度）
2,030PJ

資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2022年度）」

⾃然エネルギー財団の数値↓を使い作成（2010〜）下の表は太陽光と太陽熱が分かれていない

年度 バイオマス 水力発電 太陽光発電 風力 地熱 グラフ上合計 合計
2010 312 716 47 34 23 1131 1132
2011 304 729 57 40 23 1153 1153
2012 302 656 71 41 22 1092 1092
2013 318 680 124 44 22 1188 1188
2014 309 702 205 44 22 1282 1282
2015 332 726 301 47 22 1428 1428
2016 347 651 387 49 20 1455 1454
2017 385 710 477 55 21 1648 1648
2018 404 690 544 64 22 1723 1724
2019 440 673 588 64 24 1789 1789
2020 419 666 675 76 25 1862 1861
2021 476 673 742 81 26 1998 1998
2022 468 660 797 79 25 2030 2029
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③国内一次エネルギー供給（再生可能エネルギー）の内訳
2022年の再生可能エネルギー供給量の内訳は、太陽光発電が39%、水力発電が33％、バ

イオマスエネルギーが23％、風力発電が4％、地熱が1％となっています。

資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2022年度）」

④国内一次エネルギー供給（再生可能エネルギー）の推移
再生可能エネルギー供給量の推移をみると、太陽光発電は2012年以降急速に増加、バイ

オマスエネルギー、風力は漸増傾向です。一方、水力、地熱はほぼ横ばいとなっています。

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2010年度～ 2022年度）」
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1.2 国内一次エネルギー供給の将来の動向

「長期エネルギー需給見通し」によると、2030年度のエネルギー需要は2013年度比で
23%削減する目標となっています。これは前見通しに比べ18％の削減値となっています。
また、一次エネルギー供給量の見通しでは、再生可能エネルギーの供給量を22～23％とし

ており、エネルギー自給率は30%を見込んでいます。

① 将来の国内一次エネルギー供給

出典：資源エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和3年9月）

4

※ 再エネには、未活用エネルギーが含まれる
※ 自給率は総合エネルギー統計ベースでは31％程度、IEAベースでは30％程度となる
※ H27以降、総合エネルギー統計は改訂されており、2030年度推計の出発点としての2013年度実績値が

異なるため、単純比較はできない点に留意

エネルギー需要 一次エネルギー供給

1.2　国内一次エネルギー供給の将来の動向

①将来の国内一次エネルギー供給
「長期エネルギー需給見通し」によると、2030年度のエネルギー需要は2013年度比で23%

削減する目標となっています。
また、一次エネルギー供給量の見通しでは、再生可能エネルギーの供給量を22 ～ 23％とし

ており、エネルギー自給率は30%を見込んでいます。

出典：資源エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（2021年9月）

※再エネには、未活用エネルギーが含まれる
※自給率は総合エネルギー統計ベースでは31％程度、IEAベースでは30％程度となる
※H27以降、総合エネルギー統計は改訂されており、2030年度推計の出発点としての2013年度実績値が異

なるため、単純比較はできない点に留意
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単位:PJ

　

一次エネルギー国内供給 18,314

原子力発電

水力・再可未活エネ

479

2,567

天然ガス・都市ガス

3,939

石油

6,613

石炭

4,716

石油製品 646

一般炭・無煙炭 3,526

原料炭 1,193

石炭製品 ▲ 2

479

889

151

原油 5,943

一般炭 201

エネルギー転換／転換損失 等 ▲ 6,473

高炉吹込用・セメント焼成用石炭 340

石油製品 16

石炭 1,345

再可未活エネ 5

最終エネルギー消費 11,842

自家消費・送配電損失等 371

電力 928

1,781都市ガス 404

石油製品 442

その他 6

家庭

ガソリン 1,220

1,611軽油 124

ジェット燃料油 128

LPG・電力他 139

運輸旅客

ガソリン 239

1,186
軽油 822

重油他 124

運輸貨物

7,264

企業・事業所他再可未活エネ 36

電力 2,264

都市ガス・天然ガス 660

石油製品 2,357

自家用蒸気・熱 822

石炭・石炭製品 1,127

石炭製品製造

石炭製品 1,250

他転換投入・消費等 142

他転換投入・消費等 463

原子力 479

水力・再可未活 1,254

都市ガス 201

天然ガス 2,252

石油 293

石炭 2,681

事業用発電

発電損失 4,158

電力 3,003

水力・再可未活 889

天然ガス・都市ガス 167
石油 180
石炭 239

電力 618

発電損失 857

自家発電

天然ガス 1,593

石油製品 102

都市ガス製造

都市ガス 1,692

精製用原油等 5,951

熱 105

灯油 418

LPG 109

ガソリン 1,539

軽油 1,482

発電用C重油 201

他石油製品 2,196

自家用蒸気・地域熱供給

自家用蒸気 936
熱 28
転換損失 206

他転換投入・消費等 685

水力 660
再エネ 1,370
未活エネ 537

原料用ナフサ・LPG等

石油 286
石炭 256
天然ガス・都市ガス 237
その他 357

(投入量計 7,160) (産出量計 3,003)

(投入量計 1,475) (産出量計 618)

(投入量計 1,695) (産出量計 1,692)

(投入量計 1,170) (産出量計 964)

(投入量計 1,366) (産出量計 1,250)

石油精製・石油化学
(投入量計 6,075) (産出量計 5,945)

1,254

2,252

一般炭 2,572

NGL・コンデンセート

17

他転換投入・消費等 1,052

原料炭 1,019

1,593

原油 7

52

原油 5,968

輸入LNG 3,860

都市ガス 0

国産天然ガス 80

1.3　我が国のエネルギーバランス・フロー

2022年度における我が国の一次エネルギー国内供給を100とした場合のバランス・フローを
みると、最終エネルギー消費は65程度となっています。

出典：資源エネルギー庁「令和5年度エネルギーに関する年次報告」

（注1）  本フロー図は、日本のエネルギーの流れの概要を示すイメージ図であり、細かなものまでは表現できていない。
（注2） 「石油」は、原油、NGL・コンデンセートに加え、石油製品を含む。 
（注3） 「石炭」は、一般炭・無煙炭、原料炭に加え、石炭製品を含む。
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2. 気候変動への影響
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2.１ 二酸化炭素濃度の増加

① 大気の炭素収支

② 大気の二酸化炭素濃度の推移

6

地球における炭素循環をみると、人間活動によって年間に排出される炭素は91億トン、これ
を海洋で21億トン、森林で7億トン吸収し、残りの63億トンが大気中で増加しています。

大気中の二酸化炭素濃度は増加を続けており、430ppmに達しています。なお、二酸化炭
素濃度の上昇は加速度的に進んでいます。

出典：気象庁HP
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2.　気候変動への影響
2.1　二酸化炭素濃度の増加

①大気の炭素収支
地球における炭素循環をみると、人間活動によって年間に排出される炭素は91億トン、これ

を海洋で21億トン、森林で7億トン吸収し、残りの63億トンが大気中で増加しています。

②大気の二酸化炭素濃度の推移
大気中の二酸化炭素濃度は増加を続けており、430ppmに達しています。なお、二酸化炭

素濃度の上昇は加速度的に進んでいます。

出典：気象庁HP
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2.２ 国内の温室効果ガス排出量の推移

我が国の温室効果ガス排出量は、2013年の約14億トンから減少傾向で推移しており、
2020年以降は11億トン台となっています。

① 温室効果ガス排出量の推移

② 二酸化炭素排出量の部門別内訳

2022年度の国内の二酸化炭素排出量の内訳は、産業部門が約34％、運輸部門が約19％、
業務その他部門が約１７％、家庭部門が約15％となっています。
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2.2　国内の温室効果ガス排出量の推移

①温室効果ガス排出量の推移
我が国の温室効果ガス排出量は、2013年の約14億トンから減少傾向で推移しており、2020

年以降は11億トン台となっています。

②二酸化炭素排出量の部門別内訳
2022年度の国内の二酸化炭素排出量の内訳は、産業部門が約34％、運輸部門が約19％、　

業務その他部門が約17％、家庭部門が約15％となっています。

資料：環境省資料からJWBA（一般社団法人 日本木質バイオマスエネルギー協会）作成

出典：温室効果ガスインベントリオフィス
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※電気熱配分統計誤差を除く。そのため、各部門の実績の合計とエネルギー起源二酸化炭素の排出量は一致しない。
※エネルギー起源二酸化炭素の各部門は目安の値。温室効果ガス総排出量から温室効果ガス吸収源による吸収量を

差し引いたもの。

出典：「日本の約束草案」（平成27年7月17日、地球温暖化対策推進本部）

2013年度（実績） 2019年度（実績） 2030年度（目標）
産業部門 463 384 289
業務その他部門 238 193 116
家庭部門 208 159 70
運輸部門 224 206 146
エネルギー転換部門 106 89.3 56
合計 1235 1,029 677
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*エネルギー起源二酸化炭素の各部門は目安の値。温室効果ガス総排出量から温室効果ガス吸収源による吸収量を差し

引いたもの。

1,235

出典：環境省「2022年度温室効果ガス排出・吸収量」

出典：環境省「地球温暖化対策計画」

③二酸化炭素排出量（部門別）の推移
2022年度の部門別の二酸化炭素排出量を2013年度と比べると、産業部門で約24％、運輸

部門で約14％、家庭部門で24％など全ての部門で減少しています。

2.3　国内の温室効果ガス排出削減の目標

「地球温暖化対策計画」によると、2030年度のエネルギー起源二酸化炭素排出量の目標値
は、約6億7700万トンとなっており、2019年度比で約34％の削減を目指しています。
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2.4 二酸化炭素排出量と森林吸収量

① 二酸化炭素排出量のイメージ

② 我が国の森林吸収量

資料：林野庁「森林資源現況調査」、「森林・林業統計要覧」からJWBA作成

資料：国立環境研究所「温室効果ガスインベントリ」、国立社会保障・人口問題研究所資料

9

② 我が国の森林吸収量

資料：林野庁「森林資源現況調査」、「森林・林業統計要覧」からJWBA作成

2.4　二酸化炭素排出量と森林吸収量

②我が国の森林吸収量

①二酸化炭素排出量のイメージ
日本の二酸化炭素排出量：10億3,700万トン-CO2/年（2022年）
日本の人口：1億2,394万人（総務省「人口動態統計」令和6年5月1日現在）

資料：国立環境研究所「温室効果ガスインベントリ」、国立社会保障・人口問題研究所資料

資料：林野庁「森林資源現況調査」、「森林・林業統計要覧」からJWBA作成
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kg当価格）

別表参照：
灯油 11.1 117.3
針葉樹チップ 4.6 117.3円(2023.10月分)÷（38.2MJ(灯油1ℓ)÷3.6MJ（per 1kWh))

18.2
18.2円(2023.9月分)÷（14.4MJ(木材1kg)÷3.6MJ（per 1kWh))

チップ価格 https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuryu/kakaku/index.html
灯油小売 241120s5.xls

図・灯油価格と針葉樹チップ価格の推移及び熱量1kWh当たり価格
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円

1kWh = 3.6MJ = 860kcal
1MJ = 0.28kWh = 239kcal
1kcal = 1.16Wh(0.00116kWh) = (0.004186MJ)

灯油(ℓ) = 38.2MJ

石炭(kg) = 26.6MJ

木材(kg) = 14.4MJ

天然ガス(N㎥) = 40.9MJ

資料：資源エネルギー庁「石油製品小売市況調査」、農林水産省「木材需給報告書」

注：針葉樹チップ価格は、絶乾重量当たりの価格である。

3.1 化石燃料の状況

3. 再生可能エネルギーの動向

① 灯油価格と木質チップ価格

10

灯油価格が上昇していることから、灯油価格と針葉樹チップの価格差が拡大しており、発熱量
１ｋWh当たりの針葉樹チップ価格は灯油価格の4割の水準となっています。

我が国では高度経済成長期にエネルギー需要量が大きくなる中で、供給側では石炭から石油へ
の燃料転換が進み、エネルギー自給率は1973年度の9.2%まで低下しました。
一方、1990年代以降になると石油の供給が減少し、再生可能エネルギーの供給が増加してい

ます。この結果、2022年度においては、エネルギー自給率は12.6％まで回復しています。

② 日本の一次エネルギー国内共有構成及び自給率の推移

出典：資源エネルギー庁「令和5年度エネルギーに関する年次報告書」
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資料：資源エネルギー庁「石油製品価格調査」、農林水産省「木材価格」

（注１） IEAは原子力を国産エネルギーとしている。
（注２） エネルギー自給率（%）=国内産出/一次エネルギー供給×100。

資料：1989年度以前のデータはIEA「World Energy Balances 2023 Edition」、1990年度以降のデータは資源エネルギー庁
　   「総合エネルギー統計」を基に作成

3.　再生可能エネルギーの動向

3.1　化石燃料の状況

①灯油価格と木質チップ価格
灯油価格が上昇していることから、灯油価格と針葉樹チップの価格差が拡大しており、発

熱量１ｋWh当たりの針葉樹チップ価格は灯油価格の4割の水準となっています。

②日本の一次エネルギー国内共有構成及び自給率の推移
我が国では高度経済成長期にエネルギー需要量が大きくなる中で、供給側では石炭から石

油への燃料転換が進み、エネルギー自給率は1973年度の9.2%まで低下しました。
一方、1990年代以降になると石油の供給が減少し、再生可能エネルギーの供給が増加して

います。この結果、2022年度においては、エネルギー自給率は12.6％まで回復しています。

資料：資源エネルギー庁「石油製品価格調査」、農林水産省「木材価格」

出典：資源エネルギー庁「令和5年度エネルギーに関する年次報告書」
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③ 地域内総生産に対するエネルギー代金の収支

各地域のエネルギー代金の収支を見ると、約９割の自治体で資金が地域外へ流出している状況
にあります。なお、エネルギー源の大半が化石燃料であるため、支払いの多くが輸入代金として海
外に流出していることになります。

11

注：経済統計では、電気業（電力）、ガス・熱供給等の産業においては、実際のエネルギー生産（発電）や
利用（消費）だけでなく、本社・支社・販売店・代理店の販売額も含まれており、必ずしもエネルギー利用
に関する代金とは異なる場合もある。このため、本データは本社・支社等のデータを除去している。

出典：環境省「地球を強く。地域経済の分析セミナーVol.2」（2023.3．2）

③地域内総生産に対するエネルギー代金の収支
各地域のエネルギー代金の収支を見ると、約９割の自治体で資金が地域外へ流出している

状況にあります。なお、エネルギー源の大半が化石燃料であるため、支払いの多くが輸入代
金として海外に流出していることになります。

出典：環境省「地球を強く。地域経済の分析セミナー Vol.2」（2023.3.2）

資料：2018年版の地域経済循環分析用データベースより作成

注：経済統計では、電気業（電力）、ガス・熱供給等の産業においては、実際のエネルギー生産（発電）や
   利用（消費）だけでなく、本社・支社・販売店・代理店の販売額も含まれており、必ずしもエネルギー利用
   に関する代金とは異なる場合もある。このため、本データは本社・支社等のデータを除去している。
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２−（１）．発電実績 （２０２２年度）

一般 揚水式 計 石炭 ＬＮＧ 石油 ＬＰＧ その他ガス 歴⻘質混合物 その他 計

2023.4 7,553,493 1,105,090 8,658,583 15,323,964 18,720,673 891,167 11,070 1,783,513 80,146 2,434,252 39,244,786 5,999,686
2023.5 8,318,294 1,379,603 9,697,896 14,569,621 18,421,776 653,630 22,816 1,936,412 85,461 2,524,263 38,213,982 6,413,926
2023.6 7,988,937 1,009,443 8,998,380 17,484,469 21,979,500 814,088 20,440 1,962,209 25,061 2,305,619 44,591,385 6,464,107
2023.7 7,845,091 1,040,011 8,885,100 24,725,084 25,977,084 1,249,488 18,573 2,364,549 168,842 3,083,487 57,587,106 6,855,883
2023.8 6,230,531 1,158,215 7,388,746 26,158,684 28,212,517 1,163,046 26,981 2,265,401 238,090 3,207,915 61,272,634 7,810,140
2023.9 4,355,843 1,147,292 5,503,135 24,504,375 26,715,750 1,214,687 31,225 2,085,039 173,428 2,928,346 57,652,848 6,692,990
2023.10 3,725,068 877,111 4,602,178 20,223,546 20,004,476 819,849 30,969 1,772,446 140,795 2,523,160 45,515,240 6,990,645
2023.11 3,559,889 827,987 4,387,879 21,282,057 23,146,735 755,983 27,958 1,826,064 100,310 2,627,174 49,766,280 6,515,567
2023.12 4,734,955 778,368 5,513,323 26,717,731 26,702,257 1,242,990 27,960 2,092,368 244,084 3,284,737 60,312,128 6,270,260
2024.1 4,839,470 695,064 5,534,533 26,809,240 28,645,266 1,511,063 27,960 2,139,559 266,547 3,381,284 62,780,920 6,570,474
2024.2 5,269,844 725,592 5,995,438 23,875,373 25,898,350 1,226,193 27,052 1,847,429 178,175 2,948,940 56,001,508 6,739,087
2024.3 6,101,937 1,122,191 7,224,127 20,961,293 27,609,680 851,620 28,501 1,430,153 123,574 3,092,913 54,097,702 6,960,941

2023年度合計 70,523,352 11,865,968 82,389,318 262,635,437 292,034,064 12,393,806 301,505 23,505,141 1,824,512 34,342,090 627,036,519 80,283,706
82,389,318 627,036,519 80,283,706

水力発電 火力発電 原子力発電 新エネルギー等 その他 水力発電
82,389,318 627,036,519 80,283,706 34,323,762 189,220 82,389,318

水力発電所 火力発電所
原子力発電所
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76%
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10%
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4%
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0%

発受電量
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55%
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6%
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16%
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1%
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19%

その他

3%

発受電量

（再生可能エネルギー

2022年度）

148.378GWh

3.2 発電における再生可能エネルギーの導入

① 発受電量の内訳

欧州各国はフランスを除き再生可能エネルギー比率が高く、途上国は石炭比率が高くなって
います。我が国は、化石燃料比率が高く、再生可能エネルギー比率は１４％に止まっています。

② 各国の電源構成

2022年度の国内の発受電量の内訳は、火力発電が76％を占めており、水力発電が10％、
新エネルギー等（風力、太陽光、地熱、バイオマス、廃棄物、蓄電池）が約4％となっています。

水力発電

10%

火力発電

76%

原子力発電

10%

新エネルギー等

4%

その他

0%

発受電量

（2022年度）

824,222GWh
水力発電

55%

風力発電

6%

太陽光発電

16%

地熱

1%

バイオマス

19%

その他

3%

発受電量

（再生可能エネルギー

2022年度）

148.378GWh

注：「火力」の数値は、火力発電所の発受電量から、バイオマス及び廃棄物に係る発受電量を差し引いた値より算定。
「新エネルギー等」の内訳は、風力、太陽光、地熱、バイオマス、その他（廃棄物+蓄電池）とする。

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」

出典：IEA World Energy Balances（各国2022年の発電量）、
総合エネルギー統計（2022年度確報）をもとに作成した資源エネルギー庁資料
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注：「火力」の数値は、火力発電所の発受電量から、バイオマス及び廃棄物に係る発受電量を差し引いた値より算定。
　　「新エネルギー等」の内訳は、風力、太陽光、地熱、バイオマス、その他（廃棄物+蓄電池）とする。

3.2　発電における再生可能エネルギーの導入

①発受電量の内訳
2022年度の国内の発受電量の内訳は、火力発電が76％を占めており、水力発電が10％、

新エネルギー等（風力、太陽光、地熱、バイオマス、廃棄物、蓄電池）が4％となっています。

②各国の電源構成
欧州各国はフランスを除き再生可能エネルギー比率が高く、途上国は石炭比率が高くなって

います。我が国は、化石燃料比率が高く、再生可能エネルギー比率は14％に止まっています。

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」

出典：IEA World Energy Balances（各国2022年の発電量）、総合エネルギー統計
　　　（2022年度確報）をもとに作成した資源エネルギー庁資料
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2030年度のイオマス発電の導入量目標は、8.0GWとなっており、2024年3月末段階での導入
量は既に目標の94％に当たる7.5GWに達しています。

④ バイオマス発電の導入量と将来目標

13

③ エネルギーミックスの見通し

2040年度にけるエネルギー需給は、発電電力量が1.1～1.2兆ｋＷh程度と見込んでおり、その
電源構成は再生可能エネルギーが4～5割程度の見通しです。

出典：資源エネルギー庁「次期エネルギー基本計画の策定に向けたこれまでの議論の整理」
（再生可能エネルギー関係）2024年11月28日

出典：資源エネルギー庁「エネルギー基本計画（原案）の概要」 2024年12月

2030年度のイオマス発電の導入量目標は、8.0GWとなっており、2024年3月末段階での導入
量は既に目標の94％に当たる7.5GWに達しています。

④ バイオマス発電の導入量と将来目標

13

③ エネルギーミックスの見通し

2040年度にけるエネルギー需給は、発電電力量が1.1～1.2兆ｋＷh程度と見込んでおり、その
電源構成は再生可能エネルギーが4～5割程度の見通しです。

出典：資源エネルギー庁「次期エネルギー基本計画の策定に向けたこれまでの議論の整理」
（再生可能エネルギー関係）2024年11月28日

出典：資源エネルギー庁「エネルギー基本計画（原案）の概要」 2024年12月

※ 導入量は、FIT前導入量2.3GWを含む。
※ FIT/FIP認定量及び導入量は速報値
※ 入札制度における落札案件は落札年度の認定量として計上

④バイオマス発電の導入量と将来目標
2030年度のイオマス発電の導入量目標は、8.0GWとなっており、2024年3月末段階での導

入量は既に目標の94％に当たる7.5GWに達しています。

③エネルギーミックスの見通し　
2040年度にけるエネルギー需給は、発電電力量が1.1 ～ 1.2兆ｋＷh程度と見込んでおり、

その電源構成は再生可能エネルギーが4 ～ 5割程度の見通しです。

出典：資源エネルギー庁「エネルギー基本計画（原案）の概要」　2024年12月

出典：資源エネルギー庁「次期エネルギー基本計画の策定に向けたこれまでの議論の整理」
　　　（再生可能エネルギー関係）2024年11月28日
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3.3 FIT/FIP制度における発電認定、導入状況

① 再生可能エネルギー種別認定電力量の推移

② 再生可能エネルギー種別導入電力量の推移

再生可能エネルギーの発電認定量は、漸増ないし横ばいで推移しています。2023年度末時点の種別ご
との認定容量をみると、10kW以上の太陽光が58％で10ｋW未満の太陽光と合わせると７２％を占め、風
力が17%、バイオマスが９%となっています。

再生可能エネルギーの発電導入量は、各種別とも増加しています。2023年度末時点での導入量は認定
量に対し86%となっています。特に、太陽光では92%に達していますが、風力では32%に止まっていま
す。

資料：資源エネルギー庁公表資料

資料：資源エネルギー庁公表資料
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3.3　FIT/FIP制度における発電認定、導入状況

①再生可能エネルギー種別認定電力容量の推移
再生可能エネルギーの発電認定容量は、漸増ないし横ばいで推移しています。2023年度末

時点の種別ごとの認定容量をみると、10kW以上の太陽光が58％で10ｋW未満の太陽光と合
わせると72％を占め、風力が17%、バイオマスが９%となっています。

②再生可能エネルギー種別導入電力容量の推移
再生可能エネルギーの発電導入容量は、各種別とも増加しています。2023年度末時点での

導入容量は認定容量に対し79%となっています。特に、太陽光では92%に達していますが、風
力では32%に止まっています。

資料：資源エネルギー庁公表資料

資料：資源エネルギー庁公表資料
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再生可能エネルギーのFIT/FIP制度により買い取られた2023年度の電力量は1,302億kWhとなっ
ており、そのうちバイオマス発電量は21%に当たる278億ｋWhとなっています。バイオマス発電の割合が
導入容量割合に比べて高いことから、稼働率が高いことが理解できます。

③ 再生可能エネルギー種別買取電力量の推移

2023年度に買い取られた再生エネルギーによる電力は4兆円を超えました。その中でバイオマ
ス発電による買取額は18％となっており、買い取り電力量に比べ割合が小さいのは、他の再生可
能エネルギーと比較して安価な買取価格による発電の割合が多いことによります。

④ 再生可能エネルギー種別買取金額の推移
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資料：資源エネルギー庁公表資料
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資料：資源エネルギー庁公表資料 15

④再生可能エネルギー種別買取金額の推移
2023年度に買い取られた再生エネルギーによる電力は4兆円を超えました。その中でバイオ

マス発電による買取額は18％となっており、買い取り電力量に比べ割合が小さいのは、他の
再生可能エネルギーと比較して安価な買取価格による発電の割合が多いことによります。

③再生可能エネルギー種別買取電力量の推移
再生可能エネルギーのFIT/FIP制度により買い取られた2023年度の電力量は1,302億kWhと

なっており、そのうちバイオマス発電量は21%に当たる278億ｋWhとなっています。バイオマ
ス発電の割合が導入容量割合に比べて高いことから、稼働率が高いことが理解できます。

資料：資源エネルギー庁公表資料

資料：資源エネルギー庁公表資料
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（木質バイオマス発電） FIT認定容量（
間伐由来未利用材
未利用2000kw未満 未利用2000kw一般木質・農作物残さ 建設資材廃棄物 計

3.3 367.4 1,395.9 343.3 2,112.0 2015年3月末
25.5 404.1 3,028.5 366.9 3,825.0 2016年3月末
79.0 429.1 11,540.0 419.4 12,467.6 2017年3月末
57.3 443.6 7,486.1 420.0 8,407.0 2018年3月末
66.0 452.9 8,086.6 429.6 9,035.2 2019年3月末
74.1 471.8 7,597.9 471.8 8,615.7 2020年3月末
102.0 478.0 7,044.7 480.5 8,105.2 2021年3月末
151.0 543.8 7,066.0 507.0 8,267.9 2022年3月末
158.2 602.8 7,019.8 493.2 8,274.0 2023年3月末
169.4 645.0 6,778.6 528.2 8,121.2 2024年3月末

（合計）（木質バイオマス発電） FIT導入容量（
間伐由来未利用材
未利用2000kw未満 未利用2000kw一般木質・農作物残さ 建設資材廃棄物 計

3.8 78.4 115.4 335.8 529.6 2015年3月末
7.4 208.5 211.5 341.2 768.5 2016年3月末
9.7 296.3 403.4 341.2 1,050.6 2017年3月末
17.0 318.1 736.5 345.6 1,417.2 2018年3月末
19.5 367.3 1,131.0 355.2 1,872.9 2019年3月末
24.4 379.9 1,566.9 471.8 2,443.0 2020年3月末
33.8 412.7 1,969.1 472.0 2,887.6 2021年3月末
40.1 444.0 2,540.6 472.0 3,496.7 2022年3月末
53.2 470.5 3,788.4 438.7 4,750.8 2023年3月末
61.6 516.7 4,089.6 473.8 5,141.6 2024年3月末

367.4 404.1 429.1 443.6 452.9 471.8 478.0 543.8 602.8 645.0 
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木質バイオマス発電認定容量の推移

MW

■建設資材廃棄物

■一般木質・農作物残さ

■未利用材2,000kw以上

■未利用材2,000kw未満
8,105.2

8,615.78,406.6
9,035.2

8,267.9

2,112.0

3,825.0

12,467.6

25.5 79.0 57.3 66.0 74.1 102.03.3 158.2

8,274.0 8,121.2

169.4151.0

（木質バイオマス発電） FIT認定容量(新規）（木質バイオマ
間伐由来未利用材 間伐由来未利用材
2000kw未満 2000kw以上 一般木質・農作物残さ 建設資材廃棄物 計 2000kw未満

0 372,753 1,395,930 343,293 2,111,976 2015年3月末
25,493 404,088 3,028,514 366,876 3,824,971 2016年3月末 22,455
79,034 429,134 11,540,043 419,366 12,467,577 2017年3月末 75,996
57,253 443,649 7,486,137 419,966 8,407,005 2018年3月末 54,215
65,998 452,918 8,086,627 429,637 9,035,180 2019年3月末 62,962
74,124 471,834 7,597,934 471,849 8,615,741 2020年3月末 71,088
102,013 478,004 7,044,689 480,538 8,105,244 2021年3月末 98,977
151,048 543,817 7,066,031 506,981 8,267,877 2022年3月末 148,012
158,222 602,837 7,019,832 493,150 8,274,041 2023年3月末 155,186
169,351 645,010 6,778,555 528,242 8,121,158 2024年3月末 166,315

（合計）（木質バイオマス発電） FIT導入容量（新規）（木質バイオ
間伐由来未利用材 間伐由来未利用材
2000kw未満 2000kw以上 一般木質・農作物残さ 建設資材廃棄物 計 2000kw未満

0 78,419 115,375 335,783 529,577 2015年3月末
7,378 208,451 211,499 341,216 768,544 2016年3月末 4,340
9,678 296,297 403,392 341,216 1,050,583 2017年3月末 6,640
17,049 318,065 736,514 345,566 1,417,194 2018年3月末 14,011
19,474 367,268 1,130,962 355,237 1,872,941 2019年3月末 16,438
24,378 379,934 1,566,887 471,849 2,443,048 2020年3月末 21,342
33,777 412,654 1,969,143 472,018 2,887,592 2021年3月末 30,741
40,113 443,987 2,540,580 472,018 3,496,698 2022年3月末 37,077
53,236 470,457 3,788,446 438,695 4,750,834 2023年3月末 50,200
61,580 516,681 4,089,600 473,787 5,141,648 2024年3月末 58,544
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木質バイオマス発電導入（稼働）容量の推移

MW

■建設資材廃棄物

■一般木質・農作物残さ

■未利用材2,000kw以上

■未利用材2,000kw未満

529.6
768.5

1,050.6
1,416.9 
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3.8 7.4 9.7 17.0 19.5 33.8 24.4 53.2 
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61.6 40.1 

⑤木質バイオマスエネルギーの設備認定容量
木質バイオマス（未利用材、一般木質・農作物残さ、建設資材廃棄物）のFIT・FIP制度に

おける認定容量は、2018年以降、8,000MWを超える水準で漸減傾向となっています。

⑥木質バイオマスエネルギーの設備導入容量
木質バイオマス発電の導入量は、近年、一般木質・農作物残さを主体に増加を続けており、

認定容量の60%に達しています。特に、建設資材廃棄物では90%、未利用材（2,000kw以上）
では80%に達しています。

資料：資源エネルギー庁公表資料

資料：資源エネルギー庁公表資料 
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⑦ FIT制度における木質バイオマス発電所の導入マップ

資料：資源エネルギー庁公表資料（2024年3月末時点）をもとに、JWBA作成

17

（注）下記の地図の認定の容量表示（円による表示、黄色部分）は、事業者等が判明しているもののみを表示してい
ます。

⑦FIT制度における木質バイオマス発電所の導入マップ

資料：資源エネルギー庁公表資料（2024年3月末時点）をもとに、JWBA作成

（注）下記の地図の認定の容量表示（円による表示、黄色部分）は、事業者等が判明 しているもののみを表示しています。
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※FIT/FIP制度の木質バイオマス区分のうち、”未利用木質””一般木質・農作物残渣””建設廃材”の3つを取り上げています。

※導入は、固定価格買取制度の下で買取が開始された状態をいいます。なお、移行導入は、RPS法の下で既に発電を開始してい

た設備を、FIT制度へ移行した設備であり、導入量に含んでいます。

※認定は、FIT/FIP制度の下で認定を受けた設備をいいます。

導入容量

認定後未導入

単位：kW

⑧ 都道府県別の木質バイオマス発電所の認定・導入状況
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資料：資源エネルギー庁公表資料を基にJWBA作成
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製材工場残材、建築発生木材はほぼ全量が
利用されています。一方、林地残材の利用率
は1/3程度です。（ただし、林地残材には収
集不可能なものが4割ほど存在していま
す。）

② 各種バイオマスの発生量及び利用量

3.4 木質バイオマスの発生状況
① 木材生産過程における燃料材の発生イメージ

資料：農林水産省「木材需給報告書」、日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」
注１：スギ立木は、静岡県天城地方スギ収穫予想表（地位中）における50年生の主林木平均を用いた。
２：採材は、元玉3.65ｍ、2番玉以降3ｍとした。素材の材積は、末口二乗法により求めた。
３：製材品は、元玉から平割、2番玉から正角を木取りし、残りの部分から小幅板を取ることを前提として推計している。
４：便宜的に合板用材は製材用材に合算しており、価格も製材用素材価格、製材品価格によって求めている。
５：枝条率は、枝条が平均15kg（絶乾）発生することとして幹材積の10％とした。
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資料：農林水産省「バイオマス種類別の利用率等の推移」資料：JWBA「木質バイオマス燃料の安定供給システム
構築に関する調査成果報告書」（2023）

立木を伐採した場合、幹の1/4程度と枝条が林地残材として発生します。また、加工施
設では製材工場等残材が、建築物を取り壊した際などには建築発生木材が発生し、その
一部は燃料材となります。
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② 各種バイオマスの発生量及び利用量

資料：農林水産省「バイオマス種類別の利用率等の推移」資料：JWBA「木質バイオマス燃料の安定供給システム
構築に関する調査成果報告書」（2023）
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3.4　木質バイオマスの発生状況

①木材生産過程における燃料材の発生イメージ
立木を伐採した場合、幹の1/4程度と枝条が林地残材として発生します。また、加工施設で

は製材工場等残材が、建築物を取り壊した際などには建築発生木材が発生し、その一部は
燃料材となります。

②各種バイオマスの発生量及び利用量

製材工場残材、建築発生木材はほぼ全量が利
用されています。一方、林地残材の利用率は1/3
程度です。（ただし、林地残材には収集不可能な
ものが4割ほど存在しています。）

資料：農林水産省「木材需給報告書」、日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」
注 １：スギ立木は、静岡県天城地方スギ収穫予想表（地位中）における50年生の主林木平均を用いた。
　２：採材は、元玉3.65ｍ、2番玉以降3ｍとした。素材の材積は、末口二乗法により求めた。
　３：製材品は、元玉から平割、2番玉から正角を木取りし、残りの部分から小幅板を取ることを前提として推計

　   している。
　４：便宜的に合板用材は製材用材に合算しており、価格も製材用素材価格、製材品価格によって求めている。
　５：枝条率は、枝条が平均15kg（絶乾）発生することとして幹材積の10％とした。

資料：JWBA「木質バイオマス燃料の安定供給システム
　　   構築に関する調査成果報告書」（2023）

資料：農林水産省
　　　「バイオマス種類別の利用率等の推移」
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③ 我が国の燃料材需要量の推移

④ 我が国の木材生産に占める燃料材比率の推移

燃料材の需要量は固定価格買取制度の導入以降急速に増加しており、20023年には我が
国の木材総需要量の１/4を上回る2千万㎥を超えました。燃料材の過半は国内で生産され
ていますが、輸入割合が増加しています。

我が国の燃料材生産量は増加傾向で推移しており、2023年には国内の木材生産量の3割
を超えました。

資料：林野庁「木材需給表」
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資料：林野庁「木材需給表」
20

③ 我が国の燃料材需要量の推移

④ 我が国の木材生産に占める燃料材比率の推移

燃料材の需要量は固定価格買取制度の導入以降急速に増加しており、20023年には我が
国の木材総需要量の１/4を上回る2千万㎥を超えました。燃料材の過半は国内で生産され
ていますが、輸入割合が増加しています。

我が国の燃料材生産量は増加傾向で推移しており、2023年には国内の木材生産量の3割
を超えました。

資料：林野庁「木材需給表」

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

国産 輸入 燃料材比率

20,293

17,390

14,742

12,805

10,386

9,020
7,801

5,807

3,962

千㎥

1.0%

7.8%
11.3%

16.4%

20.4% 20.7%
22.4%

28.7% 27.7%
29.7%

32.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000
燃料材 木材生産量 燃料材比率（右軸）

資料：林野庁「木材需給表」
20

③我が国の燃料材需要量の推移
燃料材の需要量は固定価格買取制度の導入以降急速に増加しており、2023年には我が国

の木材総需要量の１/4を上回る2千万㎥を超えました。燃料材の過半は国内で生産されていま
すが、輸入割合が増加しています。

④我が国の木材生産に占める燃料材比率の推移
我が国の燃料材生産量は増加傾向で推移しており、2023年には国内の木材生産量の3割を

超えました。

資料：林野庁「木材需給表」

資料：林野庁「木材需給表」

千㎥

20



木質バイオマスの業種別の利用量

種類別：

木材ﾁｯﾌﾟ 木質ペレット 薪 木紛（おが粉）
左記以外の
木質バイオマス
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種類別木質バイオマス利用量

*木質チップの単位は絶乾万トン、その他の利用量の単位は万トン
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2022年度の種類別木質バイオマスの利用量は、「木材チップ」が約74％、「木質ペレット」
が約15％を占めています。
木材チップ利用量を由来別にみると、間伐材・林地残材等（約43％）、建設資材廃棄物（約

34％）、製材等残材（約15％）となっており輸入量は５％ほどしかありません。

⑤ 木質バイオマスの種類別及び由来別の利用量

利用量を業種別でみると「熱供給・水道業・電気・ガス」が最も多く約58％、次いで「製造業」
が約39％、その2業種で全体の約97％が占められています。

⑥ 木質バイオマスの業種別の利用量

21
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利用量を業種別でみると「熱供給・水道業・電気・ガス」が最も多く約58％、次いで「製造業」

が約39％、その2業種で全体の約96％が占められています。

⑤木質バイオマスの種類別及び由来別の利用量
2022年度の種類別木質バイオマスの利用量は、「木材チップ」が約74％、「木質ペレット」

が約15％を占めています。
木材チップ利用量を由来別にみると、間伐材・林地残材等（43％）、建設資材廃棄物（34％）、

製材等残材（15％）となっており輸入量は５％しかありません。

資料：林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

資料：林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

注：木質チップの単位は絶乾万トン、その他の利用量の単位は万トン

注：木質チップの単位は絶乾万トン、その他の利用量の単位は万トン
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生産量：千トン

施設数：箇所

木質ペレットの2023年度の国内生産量は約16万トンで、近年、横ばいで推移しています。
また、生産施設数は20１８年度をピークに減少し、2023年に132施設となりました。

⑦ 木質ペレット製造施設及び国内生産量の推移

木質ペレットは、木質バイオマス発電所での利用、石炭火力発電所での木質ペレットの混焼
が進んでおり、その多くは輸入に依存しています。2023年度は前年比32％増加しており、
ベトナム、カナダからのものが過半を占めていますが、2023年度に米国からの輸入が大幅
に増加しました。

⑧ 木質ペレット輸入量の推移
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生産量：千トン
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資料：林野庁「特用林産基礎調査」
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出典：2023年の木材輸入実績（令和６年３月 林野庁 木材貿易対策室 ）（2023年は確々報値）資料：林野庁「2023年の木材輸入実績」
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資料：林野庁「特用林産基礎調査」

資料：林野庁「2023年の木材輸入実績」

⑦木質ペレット製造施設及び国内生産量の推移
木質ペレットの2023年度の国内生産量は約16万トンで、近年、横ばいで推移しています。

また、生産施設数は2018年度をピークに減少し、2023年に132施設となりました。

⑧木質ペレット輸入量の推移
木質ペレットは、木質バイオマス発電所での利用、石炭火力発電所での木質ペレットの混

焼が進んでおり、その多くは輸入に依存しています。2023年度は前年比32％増加しており、
ベトナム、カナダからのものが過半を占めていますが、2023年度に米国からの輸入が大幅に
増加しました。
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木質バイオマス利用ボイラー（発電用を除く）は、製造業や農業などを中心に約2,000基が
導入されていますが、2014年から横ばい、2019年以降は漸減傾向で推移しています。

① 木質資源利用ボイラー数

2022年度の木質バイオマス利用ボイラーの燃料区分別導入台数は、木くず焚き（784基）、
木質ペレット（824基で）約87％を占めています。
また、導入した業種別区分では、製造業が566基と最も多く、347基の農業と合わせると

ほぼ半数を占めています。一方、最近は、公共施設や温泉施設などにおける導入も進んでい
ます。

3.5 木質バイオマスの熱利用
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出典：林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」
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注1：木くず、木材チップ、木質ペレット等を燃料とするもの合計

注2：平成26（2014）年までは、各年度末時点の数値。平成27（2015）年以降は、当年末時点の数値。

資料：2014年までは、林野庁木材利用課調べ。
2015年以降は、林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

② 木質資源利用ボイラーの燃料および業種別分類

木くず焚き

784

ペレット

824

薪
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おが粉
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52
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数
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注1：木くず、木材チップ、木質ペレット等を燃料とするもの合計
注2：平成26（2014）年までは、各年度末時点の数値。平成27（2015）以降は、当年時点の数値

令和5（2023）年度の木質バイオマス利用ボイラーの燃料区分別導入台数は、木くず焚き（759
基）、ペレット（817基で）約86％を占めています。
また、導入した業種別区分では、製造業が557基と最も多く、336基の農業と合わせるとほぼ

半数を占めています。一方、最近は、公共施設や温泉施設などにおける導入も進んでいます。
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出典：林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

② 木質資源利用ボイラーの燃料及び業種別分類
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3.5　木質バイオマスの熱利用

①木質資源利用ボイラー数
木質バイオマス利用ボイラー（発電用を除く）は、製造業や農業などを中心に約2,000基が

導入されていますが、2014年から横ばい、2019年以降は漸減傾向で推移しています。

②木質資源利用ボイラーの燃料及び業種別分類
令和5（2023）年度の木質バイオマス利用ボイラーの燃料区分別導入台数は、木くず焚き（759

基）、ペレット（817基で）約86％を占めています。
また、導入した業種別区分では、製造業が557基と最も多く、336基の農業と合わせるとほ

ぼ半数を占めています。一方、最近は、公共施設や温泉施設などにおける導入も進んでいます。

資料：2014年までは、林野庁木材利用課調べ。
　　　2015年以降は、林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

出典：林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

注1 ：木くず、木材チップ、木質ペレット等を燃料とするもの合計
注2：平成26（2014）年までは、各年度末時点の数値。平成27（2015）以降は、当年時点の数値
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③ 木質バイオマス温水ボイラーの規制緩和措置

2022年のボイラー規制の緩和によって、一定規模以下の木質バイオマス温水ボイラーはボ
イラー規制を受けない簡易ボイラーとなりました。

24

2022年に円安の進行から輸入チップ価格が上昇しましたが、国内の燃料用木質チップ価
格は安定して推移しています。ただし、最近は上昇傾向がみられます。

④ 燃料用木質チップ価格の推移

資料：JWBA[木質バイオマス需給動向調査」
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図 木質バイオマス温水ボイラーの規制緩和

伝熱面積（㎡） 伝熱面積（㎡）

ゲージ圧力（MPa） ゲージ圧力（MPa）

資料：厚生労働省「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令案概要」からJWBA作成資料：厚生労働省「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令案概要」からJWBA作成

資料：JWBA[木質バイオマス需給動向調査」

③木質バイオマス温水ボイラーの規制緩和措置
2022年のボイラー規制の緩和によって、一定規模以下の木質バイオマス温水ボイラーはボ

イラー規制を受けない簡易ボイラーとなりました。

④燃料用木質チップ価格の推移
2022年に円安の進行から輸入チップ価格が上昇しましたが、国内の燃料用木質チップ価格

は安定して推移しています。ただし、最近は上昇傾向がみられます。

※各年度ごとに第１～４四半期を通じて回答頂いた発電事業者を対象に集計した。
　（年度により、通期で回答いただいた事業者が異なるため、年度間の単純比較はできないことにご注意ください。）
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確認箇所：日本地図での森林地図の作成部分

○森林面積の内訳 https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/r5hakusyo_h/all/chap1_1_1.html

（単位：万ha） 透かしグラフ用 ％

民有林 1,737 民有林 69

　私有林 1,436 国有林 31

　公有林 301 計 100

国有林 766

　国有林 766

計 2,502 2,502

作成

　　　WEBからの切り抜き↑（

合計 2,502万ha

森森林林面面積積のの推推

森林面積、森林蓄積の円グラフを並べて下さ

い

(単位：万ha)

民有林

1,737 

（69%）

私有林

1,436 

（57%）
公有林

301 

（12%）

国有林

766 

（31%）

森林面積の内訳

合計2,502万ha

民有林

4260

（77%）

国有林

1301

（23%）

私有林

3,601

（65%）

公有林

659

（12%）

森林蓄積の内訳

（単位：百万㎥）

合計5,561百万

（単位：万ha）

木材の利用は、林業の活性化を通じ健全な森林を育て、二酸化炭素の吸収を助長することによ
り地球温暖化の抑制にも貢献します。特に、木質バイオマスを無駄なく利用することによって、林
業のサイクルを回すことが可能となり、山元に収益が還元され、地域の活性化にもつながります。

4. 国内の森林資源
① 森林資源を活用した二酸化炭素の循環

出典：JWBA発行「木質バイオマス発電・熱利用を考えの方へ－導入ガイドブック」

② 我が国の森林現況

我が国は、国土の3分の2に当たる2,500万haが森林に覆われた世界有数の森林国です。こ
のうち、民有林が7割を占めています。
森林蓄積は、55.6億㎥となっており、森林１ha当たりの蓄積量は222㎥/haです。所有区分

別にみると民有林の蓄積量が約8割になっていますので、１ha当たり森林蓄積量は国有林より
も民有林が高くなっています。
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民有林

1,737 

（69%）

私有林

1,436 

（57%）

公有林

301 

（12%）

国有林

766 

（31%）

森林面積の内訳

合計2,502万ha

民有林

4260

（77%）

国有林

1301

（23%）

私有林

3,601

（65%）

公有林

659

（12%）

森林蓄積の内訳

（単位：百万㎥）

合計5,561百万㎥

（単位：万ha）

注：１．令和4年3月31日現在の数値である。
２．計の不一致は四捨五入による。

資料：林野庁「森林資源現況調査」

4.　国内の森林資源

①森林資源を活用した二酸化炭素の循環
木材の利用は、林業の活性化を通じ健全な森林を育て、二酸化炭素の吸収を助長すること

により地球温暖化の抑制にも貢献します。特に、木質バイオマスを無駄なく利用することによっ
て、林業のサイクルを回すことが可能となり、山元に収益が還元され、地域の活性化にもつな
がります。

②我が国の森林現況
我が国は、国土の3分の2に当たる2,502万haが森林に覆われた世界有数の森林国です。こ

のうち、民有林が7割を占めています。
森林蓄積は、55.6億㎥となっており、森林１ha当たりの蓄積量は222㎥ /haです。所有区分別

にみると民有林の蓄積量が約8割になっていますので、１ha当たり森林蓄積量は国有林よりも
民有林が高くなっています。

出典：JWBA発行「木質バイオマス発電・熱利用を考えの方へ－導入ガイドブック」

資料：林野庁「森林資源現況調査」

注：１．2022年3月31日現在の数値である。
　  ２．計の不一致は四捨五入による。

ha ㎥
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単位：百万㎥
2019年
（実績）

2025年
（目標）

2030年
（目標）

製材用材 13 17 19
合板用材 5 7 7
パルプ・チップ用材 5 5 5
燃料材 7 8 9
その他 2 2 2
合計 31 40 42

↑合計は左のグラフの数値に合わせてある

↑森林・林業基本計画（令和3年6月）関係資料 作成
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出典: 林野庁「森林・林業基本計画」（令和3年6月）

③ 森林蓄積量の推移 ④ 林産物の利用目標

森林蓄積量は戦後一貫して増加しており、
令和4年までの5年間の年平均蓄積増加
量は64百万㎥となっています。

森林・林業基本計画における林産物の利用
目標では、2030年までに国産材の総利用量
が42百万㎥まで増加し、このうち燃料材は9
百万㎥と見込んでいます。

⑤ 木材需給量と自給率の推移

我が国の木材需給量の推移を見ると、高度経済成長期に増加を続け、昭和48（1973）年に過去最高
の1億2,102㎥（丸太換算）を記録しました。その後は2度にわたる石油危機の影響で増減を繰り返し、
バブル景気以降の景気後退で減少傾向になりましたが、近年は持ち直してきました。また、木材自給率
も平成14（2002）年に18.8％と過去最低を記録後、令和5年に42.9％まで回復しています。
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出典：林野庁「令和5年度 森林・林業白書」
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資料: 林野庁「森林・林業基本計画」（令和3年6月）

資料：林野庁「木材需給表」

切り抜き→令和５年度 森林及び林業の動向 P.39
https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/r5hakusyo/attach/pdf/zenbun-38.pdf
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出典：「森林及び林業の動向」（第213回国会（常会）提出、林野庁）

注：1966年は年度値、それ以降は3月31日の数値

③森林蓄積量の推移
森林蓄積量は戦後一貫して増加しており、

2022年までの5年間の年平均蓄積増加量は
64百万㎥となっています。

④林産物の利用目標
森林・林業基本計画における林産物の利

用目標では、2030年までに国産材の総利
用量が42百万㎥まで増加し、このうち燃料
材は9百万㎥と見込んでいます。

⑤木材需給量と自給率の推移
我が国の木材需給量の推移を見ると、高度経済成長期に増加を続け、1973年に過去最高

の1億2,102㎥（丸太換算）を記録しました。その後は2度にわたる石油危機の影響で増減を
繰り返し、バブル景気以降の景気後退で減少傾向になりましたが、近年は持ち直してきまし
た。また、木材自給率も2022年に18.8％と過去最低を記録後、2023年に42.9％まで回復して
います。

資料: 林野庁「森林・林業基本計画」（2021年6月）出典：林野庁「令和5年度　森林・林業白書」

資料：林野庁「木材需給表」

26



⑥我が国の木材の流れ（2023年）
我が国の木材の流れをみると、2023年に国内で需要された木材量は、製材用が21,536千㎥

であり、その１/4が燃料材となっています。また、需要される燃料材の45%が輸入材で賄われ、
その多くは木質ペレットとしてベトナム、カナダ、米国から入ってきます。

⑥我が国の木材の流れ（2023年）

我が国の木材の流れをみると、2023年に国内で需要された木材量は、製材用が21,536千㎥
であり、その１/4が燃料材となっています。また、需要される燃料材の45%が輸入材で賄われ、
その多くは木質ペレットとしてベトナム、カナダ、米国から入ってきます。
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世界の木材生産量（2022年） （単位：千m3）

丸 太 合 計

産 業 用 材 燃 料 用 材 燃料材比率

世 界 計 3,983,338 2,016,043 1,967,295 49%

アフリカ 806,774 78,899 727,875 90%

北　　米 604,072 526,355 77,717 13%

中 南 米 543,897 266,725 277,172 51%

ア ジ ア 1,153,394 458,764 694,630 60%

ヨーロッパ 794,124 614,032 180,092 23%

オセアニア 81,077 71,268 9,809 12%

資料：FAO「FAOSTAT」（2023年12月21日現在有効なもの）

（参考）地球上の木質バイオマス量及び木材生産量

28

資料」資源エネルギー庁「令和3年度エネルギー白書」、FAO「世界森林資源評価（FRA）
2020」、林野庁「森林資源現況調査」

（参考）地球上の木質バイオマス量及び木材生産量

資料：FAO「FAOSTAT」（2023年12月21日現在有効なもの）

資料：資源エネルギー庁「令和3年度エネルギー白書」、FAO「世界森林資源評価（FRA）2020」、
　　　林野庁「森林資源現況調査」

資料：FAO「世界森林資源評価（FRA）2020」、林野庁「森林資源現況調査」
注：1．陸地面積には内水面を含む。
　  2．木材の比重は世界では0.7となるが日本は0.5を用いた。また、炭素含有量を全乾量

　　 の50％とした。
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換算表

29

材積
(丸太換算)(?)

チップ用原木
生重量(トン)

チップ容積
(見掛容量)(?)

絶乾重量
(BDt)

パルプ重量
(トン)

1.0 0.8 3.0 0.5 0.2
1.3 1.0 3.9 0.6 0.3
0.3 0.2 1.0 0.1 0.1
2.2 1.8 6.6 1.0 0.5
4.8 3.8 14.4 2.2 1.0

1.0 1.3 3.0 0.6 0.3
1.1 1.0 3.3 0.7 0.4
0.3 0.3 1.0 0.2 0.1
1.6 1.5 4.9 1.0 0.5
3.3 3.0 9.9 2.0 1.0

(業界聞き取り等の結果)

針
葉

樹
チ

ッ
プ

広
葉

樹
チ

ッ
プ

木材の体積・重量換算表

(注)取引に用いられる換算率は、地域、樹種、部位、品質などにより異なる。ﾁｯﾌﾟ用生重量は、樹種毎、含水率によって異なる。

出典：丸太-絶乾重量換算値：林野庁「木材需給表」、見掛容積-：全国木材ﾁｯﾌﾟ工業連合会編「木材ﾁｯﾌﾟ」(1987)、

絶乾重量-ﾊﾟﾙﾌﾟ収量：森林総合研究所監修「木材工業ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」、丸太-ﾁｯﾌﾟ用原木生重量：林野庁資料

乾燥前重量[kg] - 全乾重量[kg] 

乾燥前重量[kg]

乾燥前重量[kg] - 全乾重量[kg] 

全乾重量[kg]

出典：木質バイオマスボイラー導入・運用にかかわる実務テキスト　(株)森林環境リアライズ　他

水分と含水率の考え方

湿量基準
水分％ (w.b.)

乾量基準
含水率％ (d.b.)

・水分を含んだ(生木)の重さに対する水の重さの比

・完全に乾燥させた木材の重さに対する水の重さの比

水分％ (w.b.)　　　＝

含水率％ (d.b.)　　＝

水分（％） 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60
kWh/トン 5,200 4,910 4,610 4,320 4,020 3,730 3,440 3,140 2,850 2,550 2,260 1,970 1,670

kWh/丸太㎥ 1,971 1,957 1,942 1,925 1,906 1,885 1,860 1,832 1,799 1,760 1,713 1,656 1,584

kWh/薪㎥ 1,380 1,370 1,360 1,348 1,334 1,319 1,302 1,282 1,259 1,232 1,199 1,159 1,109

kWh/チップ㎥ 788 783 777 770 763 754 744 733 720 704 685 662 634

かさ密度(トン/チップ㎥) 0.15 0.16 0.17 0.18 0.19 0.20 0.22 0.23 0.25 0.28 0.30 0.34 0.38

出典：LWF(ドイツ・バイエルン州森林・林業局)資料をもとにバイオエナジー・リサーチ＆インベストメント(株)作成

燃料別水分とエネルギー含水量の単位換算表（針葉樹）

MJ kWh Mcal

1MJ ＝ 1 0.278 0.239
1kWh ＝ 3.60 1 0.86
1Mcal ＝ 4.187 1.162 1

エネルギー単位の換算表

材積
(丸太換算)(㎥)

チップ用原木
生重量(トン)

チップ容積
(見掛容量)(㎥)

絶乾重量
(BDt)

パルプ重量
(トン)

1.0 0.8 3.0 0.5 0.2
1.3 1.0 3.9 0.6 0.3
0.3 0.2 1.0 0.1 0.1
2.2 1.8 6.6 1.0 0.5
4.8 3.8 14.4 2.2 1.0
1.0 1.3 3.0 0.6 0.3
1.1 1.0 3.3 0.7 0.4
0.3 0.3 1.0 0.2 0.1
1.6 1.5 4.9 1.0 0.5
3.3 3.0 9.9 2.0 1.0

(業界聞き取り等の結果)

針
葉
樹

チ
ッ
プ

広
葉
樹

チ
ッ
プ

木材の体積・重量換算表

(注)取引に用いられる換算率は、地域、樹種、部位、品質などにより異なる。ﾁｯﾌﾟ用生重量は、樹種毎、含水率によって異なる。

出典：丸太-絶乾重量換算値：林野庁「木材需給表」、見掛容積-丸太容量：全国木材ﾁｯﾌﾟ工業連合会編「木材ﾁｯﾌﾟ」(1987)、
絶乾重量-ﾊﾟﾙﾌﾟ収量：森林総合研究所監修「木材工業ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」、丸太-ﾁｯﾌﾟ用原木生重量：林野庁資料出典：丸太-絶乾重量換算値：林野庁「木材需給表」、見掛容積-丸太容量：全国木材ﾁｯﾌﾟ工業連合会編「木材ﾁｯﾌ 」゚

　　 (1987)、絶乾重量-ﾊ ﾙ゚ﾌﾟ収量：森林総合研究所監修「木材工業ﾊﾝﾄ゙ ﾌ ｯ゙ｸ」、丸太-ﾁｯﾌﾟ用原木生重量：林野庁
　　  資料

（業界聞き取り等の結果）

出典：木質バイオマスボイラー導入・運用にかかわる実務テキスト　(株)森林環境リアライズ　他

出典：LWF(ドイツ・バイエルン州森林・林業局)資料をもとに
　　　バイオエナジー・リサーチ＆インベストメント(株)作成

換 算 表

(注)取引に用いられる換算率は、地域、樹種、部位、品質などにより異なる。ﾁｯﾌ 用゚生重量は、樹種毎、含水率によって異なる。
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